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はじめに

東南アジア地域の一国であるラオス（ラオス人民

民主共和国）についての我が国における研究は、同

じインドシナ半島部の５カ国を対象にした国別研究

と比較しても低調であったことは、否めない事実で

あると言える。我が国のラオス研究が低調に推移し

てきた背景としてはいくつか理由が考えられるが、

突き詰めて言えば、我が国にはラオス語文献・資料

を読める研究者が育っていない事情と日本・ラオス

両国間の民間レヴェルでの経済交流の規模が他の東

南アジア諸国に比してあまり大きくないという事情

が、相互に作用してきた結果であると思われる。

しかしながら、1986年11月のラオス人民革命党第

４回党大会で採択された「新思考」政策の実施以降

のラオスの経済・社会の活性化とラオスのメコン河

流域諸国との関係の密接化は、ラオス研究の新しい

視点を提供していると言わねばならない。

ラオス人民革命党が「新思考」政策を採択したの

は、東西冷戦構造の雪解けを機に、硬直した社会主

義計画経済の行き詰まりからの脱却の必要性に発し

たものであったが、「新思考」の根底には、内戦時

代から引き継いできた「貧しさを等しく分け合う社

会主義」からの離脱があった。ラオスの経済・社会

は、開放経済化政策の下で1990年当初頃より急速に

活気を呈するようになっているが、同時に、ラオス

のこの活性化は、メコン河流域諸国の歩調を合わせ

た開放経済化政策とアジア開発銀行の「大メコン構

想」や「新メコン河委員会」による協力枠組みが加

速化させていることも特徴になっている。「内陸山

岳国」であるラオスは、このように今や本来的なハ

ンディキャップから脱しつつあるように見えるが、

2003年時点のラオスの経済・社会の状況は、一人当

たりの個人所得1）の向上を含めて後発開発途上国

（LLDC）2）からの脱却には、未だ解決すべき多くの課

題を抱えていることも確かである。

本稿は、「新思考」政策実施以降のラオスの経済・

社会の変化を縦軸に、メコン河流域諸国の共生理念

の展開を横軸とし、ラオスの経済・社会の現状につ

いての考察及と今後の展望を論じたものである。

１．現代ラオス序論

ラオスは海洋への出口を持たない内陸国であり、

周辺５カ国と延べ4,825kmにわたって国境を接して

いる。この国境線のうち、北方が中国と416km、東

方がベトナムと 1,957km、南方がカンボジアと

492km、北西がミャンマーと230km、西方がタイと

1,730kmであるが、タイとの国境線のうち1,500km

はメコン河が自然の国境をなしている3）。

ラオスの国土面積は23万6800平方キロ、我が国の

本州の面積に相当するが、国土の北部は山岳高地が

多く、中部と南部はメコン河に向けて緩やかな高原

となっており、メコン河流域は南北に平野部が開け
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ている。耕地面積は国土の約4.5％である。

ラオスの人口は530万人。人口の約57％がタイ族

系、従って、ラオスはタイ族系の国とも言えるが、

約60－70の少数種族4）が住んでおり、多種族国家で

もある。タイ族系は主としてメコン河沿いの平野部

に居住し、少数種族は山岳高地と高原地帯に居住し

ている。タイ族系は上座部仏教5）を信仰し、少数種

族の多くは精霊信仰である。

民族国家としてのラオスの世界史への登場は14世

紀、即ち、1353年にメコン河沿いの今日のルアン・

パバーンの地に王都を定めたラーンサーン王国の建

国6）に始まっている。14世紀後半における民族国家

の成立は、同じタイ族系の民族国家であるスコータ

イ王国とラーンナー・タイ王国7）の建国に比しても、

１世紀近く遅れていたことになるが、国家成立のこ

の歴史的立ち遅れが、当時既に巨大な国家として発

展していた周辺諸国に阻まれて内陸国家に留まる歴

史を余儀なくされている。

ラーンサーン王国は18世紀になると、ルアン・パ

バーン王国、ヴィエンチャン王国とチャムパーサッ

ク王国という北部、中部と南部をそれぞれ領域とす

る三王国に分裂しているが、この弱体化した三王国

は共に1779年タイの保護国に転落し、更に、1893年

にはフランスの保護領8）になっている。

太平洋戦争後の今日の東南アジア地域の植民地が

独立国家が生まれる潮流のなかで、1953年、ラオス

王国として独立を達成している9）。ラオス王国とし

ての独立以降の約10年は、新興国家としての基礎づ

くりが進んだものの、1960年代半ば頃からは、イン

ドシナ解放戦争の一環として、王国政府派と民族解

放戦線側10）との内戦が激化し、国づくりの工程は殆

ど中断している。

ラオス内戦は民族解放戦線側の勝利に帰し、1975

年12月２日、国家体制はラオス王国からラオス人民

民主共和国11）へと移行を遂げ今日に至っている。

以上の諸点は、ラオスの国土が内陸山岳国である

ことが、これまで民族の統一を阻害し、また、外国

の干渉を招き易い背景であってきたこと及び経済発

展を制約してきた要因であってきたことを示してい

るが、同時に、メコン河を隔てたタイとの円滑な関

係の維持がラオスの安定的発展のカギであることを

示している。

２．体制移行後のラオス国内の経済・社会の

推移とメコン流域諸国の対立

所謂、インドシナ解放戦争の一環としてラオスで

の王国政府側と民族解放戦線側（ラオス人民革命党）

との内戦は、1973年１月のベトナム休戦協定が締結

された以降、局面は民族解放戦線側の有利に急速に

推移し、1975年12月１日及び２日の両日、王都ルア

ン・パバーンにおいて、全国人民代表者会議が開催

され王制の廃止と共和制への移行が宣言された。約

600年にわたったラオスの王制はかくして終止符が

打たれラオス人民民主共和国が生まれている12）。

現代ラオスはこの体制移行の時点から始まると理

解されるが、ラオスのこの体制変革は大きな流血事

件を伴わずに達成されたことから、「静かな革命」と

も評されているものの、革命体制樹立後の２、３年

は、ラオスの経済・社会は混乱に見舞われている。

これは、ラオスの政治体制と経済秩序の激変のな

かで、王国政府系の官僚・軍人・警察官を始め、実

業家や知識人あるいは流通を担っていた華僑とタイ

人が国外に脱出したことが直接の原因であったが、

ラオス社会のこうした混乱に追い打ちをかける結果

になったのが、タイによる国境封鎖と米国を始めと

する西側諸国の財政援助13）の打ち切りであった。加

えて、1975年、76年の両年は連続して旱魃のため稲

（米）の作柄が悪く、このため、食糧不足を一層加

速させるという不運も重なったことがあった。

政府は経済悪化から生じる住民の動揺や社会不安

に対しては、徹底した強権発動をもって治安維持を

図りつつ体制変革を進めた。政府の方針に非協力的

な言動をとった者に対しては反動分子として逮捕し、

「人民裁判」と称する裁判に付すか、あるいは「再

教育センター」に収容して思想改造を行う等の措置

をとっている。

体制移行直後の２、３年間のラオスの内政状況は

このように不安定を極めたが、対外関係の方は、こ

の間にも、社会主義諸国との友好関係の促進という
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明確な方向が示されていた。これは、ラオスの体制

移行がインドシナ三国の解放勢力相互の協力関係で

達成されたものであること、また、ラオスの新政権

としては、国防と経済の面からベトナムとカンボジ

アの革命政権及びソ連・中国等の社会主義諸国によ

る協力に依存せざるを得ない状況に置かれていたこ

とからの当然の帰結であった。と同時に、西側諸国

とはローキィな友好関係の維持という図式が示され

ていたが14）、タイとの関係は同一文化を共有する隣

国であるが故の相互の親近感と警戒心が入り交じっ

た状況にあった15）。

ラオス政府は1978年３月、1978－80年度経済開

発中期計画の実施を発表したが、この計画の内容自

体は、農林業に基礎を置く産業開発の推進及びソ連・

ベトナム等の社会主義諸国からの援助の効率的使用

を柱としたものであり、取りたてて注目を呼ぶもの

ではなかったが、この経済開発中期計画の策定は、

ラオス政府が体制移行期のラオス社会の混乱と停滞

を何とか乗り切り、中期的視点からまがりなりにも

取り組むことができる状況に至ったことを示すもの

であった。

しかし、ラオス経済は1878年に至っても活力を

失ったままの状態であった。ラオス人民革命党は、

こうした経済状況の下で同２月に開催された第３回

第７期党中央委員会において、1979年より「新経済

政策」を取り入れることを決議したが、「新経済政

策」とは端的に言えば、社会主義体制への減速化と

自由主義経済原理の一部導入であった。新経済政策

の対象分野は、農業を中心とする限られた範囲のも

のであったが、農業生産、とりわけ米の生産額は、

1980年は気候条件に恵まれたという事情はあったも

のの、ラオスの史上初の100万トンの大台に達し16）、

更に、翌81年には115万トンを記録している。

ラオスの社会主義国家建設路線は、1980年代に

入って第二の段階を迎えている。ラオス政府は1980

年２月に、「1981－85年経済・社会開発５カ年計画」

を発表している。同計画は社会主義国家建設の促進

を基本課題として、長期的視点から実施することを

特徴としているが、1985年末までに国民総生産は30

－40％増、主要セクター別の成長率は工業分野200

－300％増と農林業分野23－24％増を掲げており、

また、重点施策項目として食糧自給の達成、農業・

工業分野での合作社設置の推進、運輸・通信分野の

整備、流通分野の整備、各分野における実務的人材

の育成等を掲げていた。

この時期、ラオス・タイ両国関係は、1979年１月

にタイのクリアンサック首相がラオスを公式訪問し、

カイソーン書記長兼首相ら党・政府首脳と会談した

あとに発出された共同声明は、兄弟関係17）を基礎と

した両国関係に新しい頁を開いたものとの印象を与

えたが、翌1980年６月14日、メコン河を挟んで両国

警備隊の間で銃撃戦が発生したのを機に、タイ政府

は国境全線にわたって封鎖措置を取ったために、両

国関係は複雑さが再び表面化している。タイ政府に

よるこの国境封鎖措置は、ラオス政府にとってタイ

領土経由による物資の輸出入の全面的依存が、ラオ

ス経済の自立性確保にとって問題含みであることを

改めて提起することになったが、ラオス政府はこの

国境封鎖を機として、ソ連及びベトナムに対しベト

ナムのヴィン、ラオスのヴィエンチャン間465kmに

わたるパイプライン建設について援助を要請し、同

年末には三国間で建設協定が締結され、また、ベト

ナムのダナン港とラオス南部のサワンナケートを結

ぶ９号公路の完全舗装化改修工事にベトナムが協力

することも合意されている。

ラオスのこうしたソ連とベトナムへの依存と連帯

強化は、タイがラオスを追い込んだ結果であったが、

ラオス・タイ両国関係の難しさを端的に示すもので

あった。

３．第４回ラオス共産党党大会と「新思考」

政策の採択

第４回ラオス共産党党大会が1986年11月13日－

15日ヴィエンチャンで開催されたが、この党大会は、

ラオス人民革命党が前年のラオス建国10周年と第２

次経済・社会開発５カ年計画（1986－90）の初年度

を背景に、過去10カ年の実績と将来に向けての自信

を内外に示した場であった。

この党大会において採択されたカイソーン党書記



─ ─94

NUCB JOURNAL OF ECONOMICS
AND INFORMATION SCIENCE VOL. 48 NO. 2

長の政治報告は、「ラオス社会の発展には新思考（チ

ンタナカーン・マイ）をもって当たる他に道はない」

として、新思考をラオス社会の開拓のための戦略と

して位置付けた上で、かかる戦略の最も重要な対象

を経済・流通分野とし、「新経済メカニズム」（ラ

ボップ・マイ）18）と称する開放経済化政策の実施を

表明している。

カイソーン政治報告は新経済メカニズムの実施の

他、外交分野ではタイ・中国との善隣関係の回復と

米国を含む西側諸国との友好関係の促進、国内政治

分野では各地方レヴェルの議会議員選挙と最高人民

議会議員の総選挙の早期実施、行・財政分野では経

済関係省庁の再編成と財政権限の地方当局への一部

委譲等を主要な対象項目として掲げていたが、かか

る各分野の実施は新思考の核心となる新経済メカニ

ズムの実施の枠内に必然的に含まれる対象であった

と言える。

従って第４回党大会で明確にされた新思考による

ラオス社会の変革とは、換言すれば、政経分離によ

る開放経済化政策の先行という方式である。確認し

ておくべきことは、ラオス人民革命党は、既述の通

り、1979年２月の第３回第７期中央委員会において、

社会主義経済化路線の減速化と資本主義経済原理の

一部導入を内容とする「新経済政策」を実施してい

たことや、1985年３月の第３回党大会で「ラオスの

社会主義経済化は国内の経済・社会の基盤が軟弱で

あるので、社会主義経済化は徐々に進めていくべき

である」との政治報告が採択されていたこと等であ

り、これらの諸点は、党・政府が国家管理型経済体

制の下での経済運営については疑問を有していたこ

とを示している。

４．「新思考」政策実施以降のラオスの経済・

社会の変化と対外関係

ラオスの開放経済化政策の実施内容とその結果は、

1987年から89年年央までと同時期以降の２段階に分

けて考察するのが適当である。第２段階を89年年央

以降からとしたのは、この時期にラオス政府が IMF・

世銀との間に経済構造調整取決めを締結し、ラオス

経済の体質改善が国際機関からの助言と協力の下に

行われることになったからである19）。

開放経済化政策実施の第一段階では、開放経済化

政策は規模が小さく底の浅いラオス経済にとっては

両刃の剣であることが示された。即ち、国内の経済

に活性化が生まれたが、物価は国内の急速な消費需

要の増大によって88年は45％、89年は76％と騰貴

し、また、住民の間に急速な所得格差を生じる等の

ラオス社会に深刻な歪みが表れたことである20）。

しかし、ラオス経済は90年頃からは開放経済化を

支援する先進国・国際機関の援助と外国民間投資の

増大及びラオス政府による国営企業のリストラの努

力と資金の流動性抑制措置等とが相俟って、安定と

発展の兆候が表れるようになっている。例えば、物

価騰貴は90年20％、91年12％、92年10％、93年６

％と沈静化の方向をたどり、また、GDP成長率も90

年６％、91年４％、92年７％、93年８％と上昇の趨

勢をたどっている21）。

財政収入も90年以降は健全化の傾向が表れてい

る。例えば、財政収入に占める GDPの比率は89年

の8.2％から93年には13.5％に増加し、他方、財政

支出に占めるGDPの比率は89年の25％から93年に

は18％に減少している。財政収支のこうした改善は、

政府の税制改革、国営企業に対する補助金の削減、

公務員と国営企業職員の人員整理の効果等によるも

のであった。

他方、貿易収支は89年が7,300万ドルの入超に対

し、93年は14,400万ドルの入超と赤字額が増大して

いるが、かかる赤字額の増大は開放経済化政策の下

での生産財・中間財の輸入増大による不可避の減少

であり、投資効果が生み出す輸出増加に至るまでの

タイム・ラグとして理解されていた22）。

「新思考」政策がラオスの経済・社会に最も直接

的に変化と活性化を促したのは、先進国・国際機関

による資金・技術協力と外国民間投資の流入である。

前者は支出純額ベースで87年の58.9百万ドルが93年

には245.7百万ドルと６年間に約４倍に増大し、後者

は88－93年の承認額累計が448百万ドル、承認件数

は256件に達している23）。

「新思考」政策の実施以降で最も注目されるのは、
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タイとの善隣外交の帰趨であったが、第４回党大会

開催直後の86年12月に、メコン河西岸のラオス・タ

イ国境周辺の領有権を巡り大規模な武力行使を伴う

紛争が起こり24）、両国関係の複雑さが示されたもの

の、この国境紛争が翌87年２月に決着して以降は、

ラオス・タイ両国間には急速に経済関係を軸とした

各分野における活発な交流が進むようになっている。

ひるがえって、第４回党大会以前のラオス外交は、

「インドシナ三国の間の兄弟的連帯」と「社会主義

諸国との全面的協力」をアッピールしていた。従っ

て、このアッピールにとらわれる限りでは、ラオス

は第４回党大会以前から全方位外交の姿勢に転じた

かの印象を与えたかも知れないが、体制移行後のラ

オスの対外関係維持の原則が「平和共存・独立主義

と領土保全の相互尊重及び内政不干渉・平等・互恵

の諸原則に基づくすべての国との関係の拡大」に

あったことを想起すれば、ラオス外交の基本は一貫

して全方位外交であったとせねばならない。

体制移行後のラオス外交の基本的姿勢としてのこ

の全方位外交は、ソ連とベトナムの両国を援助供与

国としていた一方で、日本、スウェーデン、豪州等

による援助を歓迎していたことや、この間のタイ、

中国、米国との外交関係の維持に表されていたが、

ラオス外交のかかる特徴は、ベトナムのこの時期の

外交姿勢と比較すれば一層明らかである。

従って、第４回党大会で打ち出されたラオス外交

の基本方針は、ラオス外交の新しい理念の表明とい

うよりは、ラオスの開放経済化政策への移行を円滑

に進めるための確認に過ぎなかったと理解されるも

のであり、上述の「新思考」政策の下での外国政府・

国際機関の援助や外国民間投資の流入の急増も、ラ

オス外交の過去の路線が下敷きになっていることは

明らかである。

５．地域国際協力の進展とラオスの「内陸山

岳国」からの浮上

ラオスの「新思考」政策の下での開放経済の成果

を見る上で留意すべき視点は、開放経済化政策は、

ラオスのみではなく、インドシナ半島のミャンマー、

カンボジア、ベトナムと中国においても、1986－87

年に時期を同じくして実施に移されていることであ

る。これら諸国の開放経済化政策への方向転換の動

機は、国際情勢の変化と計画経済の行き詰まりに対

応したという点でラオスと軌を同じくしていたが、

国柄により実施の幅と敏速性には相当に差異はあっ

たものの、ラオスの開放経済化政策にとっては幸い

な地域環境であったことになる25）。

ラオスが「内陸山岳国」から浮上した第一歩は、

かかる地域環境の変化の中で、特に、周辺諸国との

間に経済交流区が自然と形成されたことであったが、

これらの経済交流区として最も顕著に表れた区域が

イメコン河を介するラオス・タイの両岸区域（ラオ

ス・タイ間メコン河経済ベルト）、ロラオス北部と

中国雲南省の国境地帯と、ハメコン河上流のラオス

西北部、タイ北東部、ミャンマー・シャン諸州、中

国雲南省の間の区域（メコン河上流成長の四角形区

域）である。以下、これら経済交流区とラオス経済

の浮上との関わりを考察する。

イ ラオス・タイ間メコン河経済ベルト

内陸国であるラオスは、輸出入物資の約８割をタ

イ領経由に依存してきていたが、特に、メコン平野

部の住民と対岸のタイ領住民との間では、伝統的に

日常的な往来と経済交流が行われてきていた。しか

し、以前の両岸区域の住民の間の経済交流は、ラオ

スとタイの両国にとっての国家レヴェルでの意味は

大きく相違していた。即ち、ラオスにとっては、主

要都市がすべてメコン河沿いに帯状に南北に展開し、

人口の約７割がこの地域に居住していること、即ち、

この地域がラオスの経済活動の中心地域であってき

たこと、他方、タイにとっては、メコン河沿いのこ

の地域は国内のいくつかのローカルな経済区域の一

つに過ぎなかったことである。

しかし、タイにおいても、1980年代になるとダイ

ナミックな経済発展、特に、工業分野の急速な成長

による製品の輸出先と原材料の確保、他方、メコン

河沿いの東北地方の経済社会開発の遅れの是正が必

要という両方の課題への対応が必至となりつつあっ

たため、ラオスの開放経済化政策はまさに渡りに船

という状況になっていた。
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ラオス・タイ両国経済関係の進展は、タイのラオ

スへの輸出が88年の1,301百万バーツが92年には

3,074百万バーツと５年間に約３倍になり、民間投資

は88年の1.2百万バーツが92年には137百万バーツ

と飛躍的に伸びているが、同時に、ラオスのタイへ

の輸出額も88年の568百万バーツが92年には1,044

百万バーツと約２倍に伸びていることに示されてい

る26）。

ラオス・タイ間メコン河経済ベルトの形成を象徴

したのが、94年４月８日に竣工したメコン架橋「ラ

オス・タイ友好橋」27）であったが、豪州政府の資金・

技術協力により建設されたこのメコン架橋は、ヴィ

エンチャン区域とノーンカーイ区域が日常的に一つ

の経済単位となったことを意味したものであると共

にラオス・タイ両国国民に心理的な一体感を醸成し

たことに大きな意義が認められるものでもあった。

ロ ラオス北部・中国雲南省経済交流区

1986－87年のラオスと中国の国交正常化協議事項

の一つは国境貿易協定の早期締結であったが、これ

は両国が共にこの時期から開放経済化政策の下で地

方への権限委譲を進めようとしていたことで一致し

ていたことによるものであったところ、特に、ラオ

ス北部諸州にとっては、ヴィエンチャン経由よりも

物流が容易、かつ、迅速であるというメリットが内

在していた。

1993年のラオス・中国雲南省間の国境貿易額は、

ラオスの輸出額は275万ドル、輸入額は438万ドル、

往復額の87年との比較では85％増になっている。輸

出入額のこうした数字は小規模な印象を与えるかも

知れないが、ラオス北部の人口と民度を尺度とすれ

ばかなりの規模である。

両者間の経済交流を特徴付けているのは中国雲南

省の企業による投資である。1993年末までの投資承

認額は23.5百万ドル、投資認承件数は14件となって

おり、例えば、自動車修理工場、セメント工場、工

業用原料植物のプランテーション等がある28）。

ハ メコン河上流成長の四角形区域

メコン河上流に沿ったラオス、タイ、ミャンマー、

中国４カ国の領域がほぼ四角形に収まる区域は、そ

れぞれの国内では主要な経済地区からは離れた地域

になっているが、1988－90年にかけて、経済圏の北

進を目指すタイと経済圏の南進を目指す中国の思惑

が一致したところに生まれた構想であったが、ラオ

スとミャンマーが開放経済化政策からこの構想に共

鳴した形になっている。

この構想推進国がいずれの国であれ、この構想の

原点は、この区域はもともと国境がメコン河を挟ん

で相接している地勢をなしていること、また、二国

間貿易の形で取り引される物資がそのまま隣接の第

三国に再輸出される仲介貿易が多かったことに発し

ているが、93年にはタイのチェンセーンに中国雲南

省からの船着き場が完工し、この構想の第一歩が踏

み出されている。

６．ラオスの経済・社会と「大メコン圏」構

想・「新メコン河委員会」との関係

上述の通り、1986－87年にインドシナ半島部のラ

オス、ベトナム、カンボジア、ミャンマーの４カ国

と中国で始まった開放経済化の波は地域協力の機運

を高め、地域協力がそれぞれの国の経済・社会開発

を促進するという相乗効果を生み出していたが、メ

コン河流域諸国のかかる動きが国際機関の活動も促

すという新たな要素が加わることにより、内陸山岳

国ラオスの経済・社会開発は新たなモメンタムを得

ている。

その一つがアジア開発銀行（以下、「ADB」と略

称する）の「大メコン圏」構想であるが、もう一つ

は、「新メコン河委員会」の発足である。

ADBのこの地域における融資活動は、ラオスにお

いて既に1981年にヴィエンチャン平野農村電化計

画、84年にセセット水力発電所建設計画に融資が実

行されていたが、ラオスが「新思考」政策を実施し

て以降は88年ナム・グム水力発電所─ルアン・パ

バーン間送電線建設計画及び国道13号線補修計画、

89年ナム・グム貯水池─ナム・ソン河転流計画等へ

の融資が続いたあと、92年カンボジアのプノンペン

市電力復興計画、ベトナムのハイノ・ヴィン間及び

ニャチャン・カントー間道路補修計画、サイゴン港

改修計画への融資が実行されている。
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ADBはこのような自らの融資パフォーマンスにつ

いて、1992年３月に開催されたメコン河開発閣僚会

議において、「大メコン圏」（The Greater Mekong

Subregion）構想という理念をもって表明している。

ADBのこの理念は、92年８月から93年２月にかけ

てメコン上流・下流域６カ国と協議した結果を踏ま

えて纏められた「開発の枠組み」に具体的に表され

ているが、この「開発の枠組み」は開発の対象領域

をメコン河流域の内と外に広げ、また、対象領域を

交通・運輪、水力発電、環境、天然資源、貿易・投

資、通信と観光の７分野と定め策定されている29）。

ADBの「大メコン圏」構想の「開発の枠組み」の

具体化で最も利益を受けるのが、メコン河全長

4,425kmのうち1,960kmの沿岸をもち、かつ、国土

がインドシナ半島部の中央に位置するラオスである

ことが明確になったことである。

「大メコン圏」構想がラオスの経済・社会開発の

進展で最も注目を引くのは、インドシナ半島部「東

西回廊計画」である。このインドシナ半島部を東西

に横断する「東西回廊計画」は、西はミャンマーの

モーラミャインを起点とし、タイを横断しメコン河

岸のラオスとの国境の町、ムクダハーンに至り、メ

コン河を越えて対岸のラオス南部の町、サワンナ

ケートを経て国道９号線でラオスを横断したあと、

ベトナムとの国境を経てダナン港を終点とする道路

整備補修計画であるが、この東西道路は、基本的に

は既存の道路を用いることもあり、その後、2000年

８月に完工したムクダハーン・サワンナケート間の

メコン架橋を含めて、整備補修が徐々に進んできて

いる。

また、もう一つは、「南北縦断道路計画」である

が、この道路整備補修計画はタイのバンコクを起点

として、タイの北端のメコン川沿いの町、チェン

セーンに至り、一つの路線はそのままミャンマーの

南東部を経て中国雲南省の昆明に至るが、もう一つ

の路線は、チェンセーンとラオスのフェイサーイの

町をメコン架橋で連結し、フェイサーイから昆明に

到る道路である30）。

ADBの「大メコン圏」構想より遅れてメコン河流

域開発に登場したのが、「新メコン河委員会」であ

る。もともとメコン河流域開発の地域調整組織とし

ては、ECAFEの特別地域プロジェクトとしての「メ

コン下流域調査調整委員会」（「メコン委員会」）が

1957年９月に設立されていたが、1973年頃までは、

ラオスの水力発電所建設を含めてメコン下流域の開

発に積極的な役割を果たしていたものの、以降は地

域情勢の悪化により活動は極めて低調に推移してい

た。

地域情勢の変化に伴い、1992年頃からメコン下流

域調査調整委員会の４カ国の間に委員会を改組し新

機構の下でメコン河下流域開発計画を軌道に乗せよ

うとする機運が生まれていたが、95年４月５日チェ

ンラーイにおいて「メコン河流域の持続的開発協力

に関する協定」と呼ばれる協定書が４カ国政府代表

によって署名されるに至っている。

上述の協定書によって設立された新機構は便宜上

から「新メコン河委員会」と呼ばれることになった

が、旧「メコン委員会」と根本的に相違する点は旧

メコン委員会が ECAFE（ESCAP）の特別地域プロ

ジェクトであったのに対し、「新メコン河委員会」は

メコン河下流域４カ国政府を当事者とする独立性を

もつ国際機関であることである。従って、それだけ

メコン河下流域開発計画についてのラオスを含む４

カ国の主体性が高まったことを意味している。また、

「新メコン河委員会」は、旧メコン委員会の地理的

協力範囲がメコン下流域のみであったのに対し、上

流を含めたメコン河流域全体に拡大されていること、

また、旧メコン委員会の開発対象が潅漑、水力発電、

洪水調整等の水資源の直接的な開発であったのに対

し、航行、漁業、木材搬出、観光等のあらゆる分野

に拡大されていることが特徴になっている31）。「新

メコン河委員会」のかかる地理的協力範囲と対象の

拡大が、特に、内陸山岳国ラオスの発展にとって光

明であること自明の理であると言える。

７．ラオスの経済・社会開発を巡るハンディ

キャップと比較優位性の論点

ラオスは内陸山岳国という地理・地勢のため、イ

ンドシナ半島部の他の諸国に比しても経済発展の上
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でハンディキャップを背負っており、これまで長ら

く開発の勢いに乗ることができなかった国である。

しかし、1980年代期央からの地域情勢の変化は、ラ

オスにとって内陸山岳国は必ずしもマイナス面のみ

ではなく、プラス面として作用しつつあることは既

述の通りである。

１ 豊富な森林資源

ラオスは森林面積が比較的に多い東南アジア諸国

の中でも、森林面積の比率の高い国であり、特に、

フタバガキ科の木材と竹類の経済材の宝庫である32）。

ラオス政府は森林資源保護と輪出材の付加価値を高

めるため、原則として、ダムに埋没する木材のみを

対象に、かつ、加工材としてのみ輸出を承認すると

の政策を維持してきている。ラオス国内とインドシ

ナ域内の道路網の整備が進みつつある現状は、ラオ

スの木材資源の経済材としての価値を一層高めるこ

とが予想される。

しかし、焼畑農耕と山火事により毎年森林面積の

１％が消滅しつつあるとの指摘もあり、環境保護に

対する適切な対策は相当なコストを要する。

２ 無尽蔵な包蔵水量

６カ国を貫流するメコン河本流・支流の全長の中

でも、ラオス側は水力発電所建設適地が最も多い。

無尽蔵な水自体はコスト・ゼロであり、かつ、電気

自体は環境負荷ゼロと見られるものであること、ま

た、生産電力はラオス国内の工業・家庭用電力に充

当されてきているのみならず、余剰電力は全量がタ

イに売電されて、国家の主な収入源の一つになって

きた33）。タイは工業発展の一方、水力発電所建設適

地は残されておらず、今後とも売電先として需要の

続く国であり、また、ベトナム南部も将来的には売

電先としての潜在地域である。また、多目的ダム建

設による農業用水の供給で潅漑面積が過去にかなり

拡大されているが、今後更に潅漑面積が拡大されれ

ば、農業の生産性の向上が期待され得る。

建設コストの調達のほか、負担度の軽減に考慮を

払う必要がある。

３ 交通網整備・拡充に伴う経済・社会効果

1994年４月にメコン第１架橋、2000年８月にメコ

ン第２架橋がそれぞれ竣工・開通しているが、タイ・

ベトナムを結ぶ９号線の補修完了と相俟って、ラオ

ス国内の物流コストと輸送時間の短縮による経済効

果及びタイ・ベトナム両国との間の物流の迅速化に

伴う経済効果が生まれつつあるが、ラオス国内にお

ける関連サービス産業や架橋周辺・道路沿いの地域

の振興も期待されている34）。

４ 内需矮小

ラオスは人口約530万と比較的少なく、また、一

人当たり GDPも370ドルと低レヴェルであり、製造

業は規模のメリットを享受しえない。従って、当分

の間は、現状の農産原料や天然資源を活用した輸出

志向の木材加工、縫製産業、コーヒー生産、セメン

ト産業等に特化する形は維持されると見られる35）。

５ 観光分野

ラオスは東南アジア諸国の中では、数少ない自然

の景観がそのままに残されている国である36）。逆に

言えば、ラオスの経済・社会開発がこれまであまり

進まなかったことの裏返しであるが、ラオス国内と

インドシナ半島部の交通網の整備の進展により、観

光分野、特に、エコ・ツーリズムの振興が期待され

る。

６ 地下資源開発

ラオスは仏領インドシナ連邦とラオス王国両時代

を通じて、豊富な各種の地下資源の埋蔵（石炭岩、

石炭、錫鉱石、鉄鉱石、タングステン、アンティモ

ニー等）が指摘されていたが37）、現在、経済資源と

して利用されているのは、小規模レヴェルの石炭岩

と錫鉱石にとどまっている。国際価格の動向と外国

民間企業の関心によっては、道路網の整備と相俟っ

て開発が進む可能性がある。

８．ラオスの経済・社会の現状と課題

1986年11月のラオス人民革命党第４回党大会で採

択された「新思考」政策の下で、経済分野は開放経

済化がおおむね円滑に進んできた中で、91年８月に

公布された憲法は、政治体制については、「ラオス

人民革命党は国政の指導的政党である」38）と位置付

け、以降、政治と経済の関係は「政経分離主義」が

堅持されてきている。
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ラオスの国政はかかる政治潮流の下で、98年２月

の第４期第１回国民議会においてカムタイ・シーパ

ンドーン首相が大統領に就任し、また、2001年３月

の第４期第７回国民議会においてブンニャン・ヴォー

ラチット副首相兼大蔵大臣が首相に就任しているが、

その後、2002年４月の第５期第１回国民議会でカム

タイ大統領、ブンニャン首相はそれぞれ再任されて

いる。2003年現在の党幹部人事の特徴は、解放戦争

時代の指導層は、もはや No. 1のカムタイ大統領（党

議長）と No. 2のサマーン・ヴィニャケート国民議

会議長以外はおらず、党は実質的にテクノクラート

の影響が強いことである39）。

ラオス人民革命党による一党支配体制は、党自体

のかかる変質の下で、独裁に伴う弊害よりも政情の

安定性・政策の一貫性という面から評価するべきで

あろう。

ラオス経済は、既述の通り、1989年以降は活性化

し、特に、マクロ経済関係指標40）は著しい改善を示

したが、財政赤字・貿易赤字の構造的問題は、97年

7月に始まったアジア地域の金融危機によって弱点

が露呈し、為替レートは金融危機以前の１$＝1,000

キープから実勢レートで10,000キープ（99年９月）

まで下落し、また、タイ商品の価格変動による大き

な影響を受けた。その後は、ラオス政府の貿易・金

融政策面での努力が功を奏し、為替レートも99年10

月以降は安定、経済全般に緩やかな回復基調にある。

「新思考」政策実施以降のラオス経済は活性化が

顕著になったものの、上掲の近年の主要マクロ経済

指標の示す通り、底の浅さが経済・財政・金融の舵

取りの難しさを示すと共に、経済構造改革が中長期

的課題であることを明らかにしている。

ラオス経済は、対外的には、ASEAN加盟に伴う

ASEAN域内各国との経済交流拡大のためには、法

律や税制度の整備、運輸・通信を中心としたインフ

ラ整備と行政分野の人材育成が最優先課題になって

いるが、AFTA実施及びWTO加盟に向けて、貿易・

関税対策も急務になっている。

社会分野においては、開放経済化のもたらす貧富

の差の拡大と地域格差の拡大への対応のほか、外国

文化の急激な流入と伝統文化の軋轢が懸念されてい

る。

９．日本・ラオス両国関係からの視点

日本政府の対ラオス援助は、ラオス王国時代に引

き続き1975年12月の体制移行後も殆ど中断すること

なく継続してきたことを特徴としているが、また、

援助の形態も、ラオスが後発開発途上国であるとの

実情を踏まえての、いくつかの収益性の高いプロ

ジェクトを除いては41）、無償資金協力と技術協力が

殆どである。

日本政府の経済協力実績は、例えば、98年の実績

では、対ラオス援助額全体の30.4％、また、対ラオ

ス二国間援助額の51.7％を占めているが、91年以降

継続してラオスに対する援助供与額は第１位の地位

にある。

メコン流域開発計画との関連では、旧メコン委員

会への協力に引き続き「新メコン河委員会」への任

意資金拠出と技術専門家派遣のほか、近年の例とし

ては、96年10月にナム・ルック水力発電所建設計

画、また、2001年９月に第二メコン河架橋建設に、

それぞれ円借款の供与を行っている。

表１ ラオスの主要マクロ経済指標

1997年 1998年 1999年 2000年 2001年

実質 GDP成長率（％）

一人当たり GDP（ドル）

消費者物価上昇率（％）

外国投資（百万ドル）

貿易収支（百万ドル）輸出

輸入

6.9
362
19.3
72.0
316.9
647.9

4.0
261
87.4
68.0
336.7
553.0

7.3
283
134.0
34.0
362.8
554.0

5.7
273
27.1
27.0
393.9
591.5

5.7
329
7.5

101.0
418.3
628.2

出典：「最近のラオス情勢と日本・ラオス関係」外務省南東アジア第１課、2002年、２頁。
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日本・ラオス両国の近年の貿易関係については、

表２の通り42）、概ね我が国の出超であるが、我が国

からの主要輸出品目は自動車と鉄鋼製品、また、我

が国の主要輸入品目は木材である。

我が国の対ラオス民間直接投資は、2001年３月現

在、累積実績額が1,898万ドルとなっており、外国か

らの対ラオス投資実績額の0.33％、第14位である。

主要な投資対象としてはオートバイ組み立て、木材

加工工場等がある。なお、我が国の対ラオス投資に

は、タイにおける進出企業による再投資が相当にあ

ると見られるが詳細は不詳である。

日本・ラオス両国関係で特記すべきは、1990年以

降、両国間でハイレヴェルの人物交流が頻繁に行わ

れてきていることであり、相互理解の促進に大きく

寄与していることである43）。

上述の諸点は、ラオスの経済・社会の活性化と域

内の共生の定着化に日本政府援助と民間レヴェルの

経済交流の拡大が大きく関わっていることを示して

いる。

結びにかえて

筆者は1986年８月から89年３月まで在ラオス公使

として勤務し、この間、社会主義計画経済から開放

経済化への移行の実情を体験したが、当時としては、

昨今のラオスの経済社会に見られるような活気は予

想もし得なかったことであった。

ラオスの開放経済化政策は、ラオス経済・社会の

浮揚と活性化に顕著な成果をもたらしているが、他

方、ラオス経済は規模も小さく、かつ、底が浅いの

で、開放経済化政策の急速な実施はインフレの再燃

やラオス社会に摩擦と歪みを生み出す可能性を内在

しており、ラオスが後発開発途上国から脱却するに

は、内外に多くの克服すべき課題があることもあき

らかである。

この点、我々が特に留意すべきことは、ラオスの

開放経済化政策による経済浮上は、東南アジア地域

の安定に寄与すると共に、世界各地の内陸後発開発

途上国の発展のモデルにもなるものであるが、更に

は、ADBの「大メコン圏」構想、「新メコン河委員

会」の発足と国連決議「メコン河開発の10年」（2000

－2009）は、国際河川を基軸とした地域共生モデル

として国際社会の参考になるものであるとの諸点で

ある。

注

１）2001年、一人当たり国民所得は370ドル。平成14年12月

６日付外務省南東アジア第１課資料。

２）国連経済社会委員会は、国民のなかの文盲比率、GDPに

占める製造業の比率と一人当たり国民所得額の三つを基準

として、開発途上国と後発開発途上国を区分しているが、

三つの基準値は年度毎に見直しをしている。

３）ラオス・タイ両国国境のうち、ラオスのサイニャブリ州

とチャムパーサック州の両州はメコン河の西岸に位置し、

タイ領と陸続きで国境を接している。

４）ラオスの少数種族のうち、漢族系は主として山岳高地、

オーストロ・アジア系は主として高原に居住。タイ族系（ラ

オ族）は低地住民であるので、ラオスでは種族系統による

居住地に垂直分布が見られるのが特徴である。

５）テラワーダ仏教と呼ばれているが、仏教の起源の地、イ

ンドからの伝搬の経路から南伝仏教とも呼ばれることがあ

る。今日のタイ、ラオス、ミャンマー、カンボジア、スリ

ランカの住民の間で信仰されている仏教であり、僧侶は国

家的規模のサンガ集団を形成していることを特徴の一つに

している。

６）ラーンサーンとはラオス語で「百万頭の象」を意味する。

７）スコータイ王国の建国は1238年、ラーンナー・タイ王国

（チエンマイ王国）の建国は1258年。両王国が今日のタイ

の基礎になっている。

表２ 我が国の対ラオス貿易（単位：百万円）

1997年 1998年 1999年 2000年 2001年

日本の輸出

日本の輸入

収支

3,516
2,551
965

2,451
2,602
－151

2,546
1,548
998

2,300
1,289
1,011

1,428
843
585

出典：表１に同じ。



─ ─101

ラオスの経済・社会の現状の考察と今後の展望

８）フランスは旧三王国地域のうち、ルアン・パバーン王国

とヴィエンチャン王国地域をルアン・パバーン王国保護国、

また、チャンパーサック王国地域は直轄保護領とした形で

植民地行政を行っていたが、全域をラオス（「ラオ」の複

数形）と呼称していた。

９）フランス連合の枠内では1948年に独立を達成していた

が、完全な独立達成は1953年である。

10）拙著『ラオスの歴史』同文舘出版、1990年、125–146頁。

11）ラオス語による正式国名は「Sathalanalat Prachathipatai

Pasason Lao」（英語呼称はLao People’s Democratic Republic）。

12）日本国際問題研究所編『ラオス人民民主共和国』1976年。

13）西側諸国はここのプロジェクト援助のほか、為替安定基

金への拠出を通じてラオスの経済・財政の安定を支えてい

た。

14）この時期、ラオスにおける西側諸国の外交使節としては、

日本、豪州、スウェーデンの３カ国が大使、米国とフラン

スの２カ国が臨時代理大使のみであった。

15）ラオス・タイ両国は外交使節として相互に大使を派遣し

ていたことは、両国が関係維持の重要性を認識していたこ

とを示している。

16）上掲『ラオス人民民主共和国』40頁。

17）ラオス・タイ両国のこの共同声明は両国関係を「phinong」

（兄弟）というラオス語・タイ語で表現している。

18）ラボップ・マイとは直訳すれば「新制度」である。

19）IMF等との「経済構造調整取決め」によりラオスの経済・

社会の統計が公開されるようになったことは、それ自体で

ラオスの経済・社会が内外に透明性をもつことになった。

20）「ラオス人民民主共和国経済社会開発統計」（ラオス語）

89–90年度版。

21）上掲「ラオス人民民主共和国経済社会開発統計」91–94

年度版。

22）拙著『インドシナ情勢の新展開』日本国際問題研究所、

1994年、47頁。

23）1994年５月13日付ラオス人民革命党機関紙『パサソン』

（ラオス語）。

24）1994年12月末ラオス領サイニャブリ州とタイ領ウタラ

ディット県との国境線近くの三つの小村の領土権を巡って

大規模な軍事衝突が生じたが、衝突の背景は領土の境界線

争いよりも、チーク材の利権争いであったと見られている。

25）ベトナムの「ドイモイ」（刷新）政策はラオスの「新思

考」政策と同様に開放経済化に向けての明確な意志表明で

あったが、カンボジアはヘンサムリン政権とポル・ポト派

を含む三派連合政権との対立状況が続いたことにより、開

放経済化政策の実施は遅れ、ミャンマーは軍部独裁政権の

下で開放経済化政策は、不透明、部分的な実施状況との差

異はあった。

26）1993年２月８日付「ラオス政府日刊情報ブレッティン」

（ラオス語）。

27）「ラオス・タイ友好橋」は、タイ政府が建設のイニシャ

チブを取り、日本政府に資金協力を求めたが、日本政府は、

1986年12月－87年１月のラオス・タイ軍事衝突の直後であ

り、状況が不透明であることを理由として協力を見送ると

の対応を示し、豪州政府が即座に資金協力に応じたという

経緯がある。この架橋は歩道、車道と鉄道引き込み線の用

途から設計されている。

28）1994年３月１日付上掲「ラオス政府日刊情報ブレッティ

ン」。

29）拙論「メコン河流域開発計画の対象分野及び領域の変化

とその背景についての考察」『名古屋商科大学総合経営・経

営情報論集』Vol. 46, No. 2（2000年３月）345–346頁。

30）「外務省ホームページ・メコン地域開発」。

31）上掲「メコン河流域開発計画の対象分野及び領域の変化

とその背景について」346–347頁。

32）拙著『現代ラオス概説』同文舘出版、1992年、176–177頁。

33）上掲『現代ラオス概説』128頁。

34）上掲「外務省ホームページ・メコン地域開発」。

35）「外務省ホームページ・ラオス人民民主共和国」。

36）上掲『現代ラオス概説』176–196頁。

37）『ラオス王国』国際問題研究所、1967年、44頁。

38）1991年ラオス人民民主共和国憲法第３条。

39）上掲『インドシナ情勢の新展開』54–55頁。

40）「最近のラオス情勢と日本・ラオス関係」外務省南東ア

ジア第１課、2002年、２頁。

41）例示すれば、ラオス王国時代のナム・グム発電所建設計

画、ラオス人民民主共和国に体制以降後はナム・ルック水

力発電所建設計画と第二メコン河架橋建設計画等であるが、

いずれのプロジェクトも FS調査により収益性が高いと認

められている。

42）上掲「最近のラオス情勢と日本・ラオス関係」４頁。
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